
□一般会計 総額

1 2,780

2 1,010

3 254,910

4 564,300

1 619,000

2 90,000

3 9,000

4 102,800

5 2,200

平成３０年度１２月補正予算(No.1)の概要

　台風24号により被害を受けた施設の災害復旧費、国道413号の緊急点検・調査及
び対策工の設計等の実施、風しんの抗体検査及び予防接種の対象者の拡充、人事
委員会勧告等に対応する職員給与の増額等に要する経費を計上するもの

８２３，０００千円
（以下単位は全て千円）

一般財源

294,860,000 823,000 295,683,000 568,090 254,910

補正前 補正額 補正後
補正額の財源内訳

特定財源

内　容

国庫支出金 風しん抗体検査事業補助金 2,780

風しん予防接種事業補助金 1,010県支出金

＊歳入予算

個別予防接種事業

　国道413号において、台風24号により大規模な土
砂災害が発生したことに加え、当該国道は緊急輸送
道路に指定されている重要路線であり、山間地の斜
面状況を確認するための緊急点検・調査や対策工の
設計等を早急に実施するもの

　本年7月末から関東地方を中心に風しん患者数が
増加していることや、国から「風しんに関する特定
感染症予防指針」に基づく風しん対策の協力依頼が
あったため、風しん抗体検査及び予防接種対象者の
拡充等をするもの

職員給与費
　人事委員会勧告等に対応する増額及び職員構成の
変動等に伴う減額をするもの

道路維持管理計画事業
（繰越明許費設定）

議員報酬等経費

　国の特別職職員並びに本市の一般職職員の期末手
当及び勤勉手当の支給割合を勘案し、議員の期末手
当の増額をするもの
　期末手当：+0.05月

台風２４号災害復旧費
（一部繰越明許費設定）

　平成30年10月1日の台風24号により被害を受けた
施設の災害復旧をするもの
　また、既に復旧を実施した施設に充用した災害復
旧費を補填するもの

繰越金 前年度剰余金 254,910

市債
一般単独災害復旧事業債
地方道路等整備事業債

528,300
36,000

＊歳出予算 主　な　内　容
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【歳出予算】 

１ 台風２４号災害復旧費（619,000千円）※一部繰越明許費設定 担当 財務課

 平成 30年 10月 1日の台風 24号により被害を受けた施設の災害復旧をするもの。また、既

に復旧を実施した施設に充用した災害復旧費を補填するもの 

（１） 農林水産施設災害復旧費：西沢林道擁壁下の土砂流出修繕ほか 9件 

（２） 公共土木施設災害復旧費：国道 413号の法面崩落による土砂撤去及び仮復旧ほか 11件 

（３） 文教施設災害復旧費  ：作の口小学校の屋上防水シート張替修繕ほか 30件 

 
２ 道路維持管理計画事業（90,000千円）※繰越明許費設定 担当 路政課

 国道 413号において、平成 30年 10月 1日の台風 24号により大規模な土砂災害が発生した

ことに加え、当該国道は緊急輸送道路に指定されている重要路線であり、2020年東京オリン

ピックの自転車競技において使用されることから、山間地の斜面状況を確認するための緊急

点検・調査や対策工の設計等を早急に実施するもの 

（１） スケジュール 

緊急点検、地質調査、測量、設計：平成 30年度 1月～平成 31年度 7月 

 

 

３ 個別予防接種事業（9,000千円） 担当 疾病対策課 

 本年 7月末から関東地方を中心に風しん患者数が増加していることや、国から「風しんに

関する特定感染症予防指針」に基づく風しん対策の協力依頼があったため、風しん抗体検査

及び予防接種対象者の拡充等をするもの 

（１）対象者の拡充 

ア 抗体検査 

  ○現行 331人見込 

   ・妊娠を予定又は希望している未経産婦 

  ○拡充後 1,251人見込（920人増） 

   ・妊娠を予定又は希望している女性 

   ・妊娠を予定又は希望している女性の配偶者等 

   ・妊婦の配偶者等 

イ 予防接種 

  ○現行 131人見込 

   ・市の抗体検査を受けた者で、風しん抗体価の基準が低い者 

  ○拡充後 636人見込（505人増） 

   ・市の抗体検査の対象者で、風しん抗体価の基準が低い者 

（２）予防接種ワクチンの見直し 

○現行 風しん単体ワクチンを使用 

○見直し後 ＭＲワクチン（麻しん風しん混合ワクチン）を使用 
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４ 職員給与費（102,800千円） 担当 職員課 

 人事委員会勧告等に対応する増額及び職員構成の変動等に伴う減額をするもの 

（１） 人事委員会勧告等に基づく改定分  265,333千円 

（２）職員構成の変動等による減額   △162,533千円 

○給料の改定 

区 分 
平 均 給 料 月 額  平均改定額 

（円） 
平均改定率（％） 

現 行（円） 改定後（円） 

行政職給料表(１) 306,003 306,499 496 0.16 

行政職給料表(２) 319,652 319,888 236 0.07 

消防職給料表 317,407 317,941 534 0.17 

医療職給料表 483,091 484,227 1,136 0.24 

教育職給料表 328,309 328,809 500 0.15 

学校事務職給料表 275,112 275,718 606 0.22 

備考 平均給料月額の現行の欄に掲げる金額は、平成 30年 4月 1日現在の額 

○期末・勤勉手当の支給月数 

 平成 30年度改定前                        （単位：月） 

区分 
6月期  12月期 合計 

期末 勤勉 計  期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 

一般職員 1.225 0.9 2.125  1.375 0.9 2.275 2.6 1.8 4.4 

特定幹部 1.025 1.1 2.125  1.175 1.1 2.275 2.2 2.2 4.4 

再任用 0.65 0.425 1.075  0.8 0.425 1.225 1.45 0.85 2.3 

再任用 

（特定幹部） 
0.55 0.525 1.075 

 
0.7 0.525 1.225 1.25 1.05 2.3 

任期付 1.225 0.775 2  1.375 0.775 2.15 2.6 1.55 4.15 

任期付 

（特定幹部） 
1.025 0.975 2 

 
1.175 0.975 2.15 2.2 1.95 4.15 

 平成 30年度改定後                        （単位：月） 

区分 
6月期  12月期 合計 

期末 勤勉 計  期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 

一般職員 1.225 0.9 2.125  1.375 0.95 2.325 2.6 1.85 4.45 

特定幹部 1.025 1.1 2.125  1.175 1.15 2.325 2.2 2.25 4.45 

再任用 0.65 0.425 1.075  0.8 0.475 1.275 1.45 0.9 2.35 

再任用 

（特定幹部） 
0.55 0.525 1.075 

 
0.7 0.575 1.275 1.25 1.1 2.35 

任期付 1.225 0.775 2  1.375 0.825 2.2 2.6 1.6 4.2 

任期付 

（特定幹部） 
1.025 0.975 2 

 
1.175 1.025 2.2 2.2 2 4.2 
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○特別職の改定の内容 

 期末手当の支給割合の改定 

（単位：月） 

区 分 
現   行 改 定 後 

6月期 12月期 合 計 6月期 12月期 合 計 

市長等常勤の 

特別職 
1.575 1.725 3.3 1.575 1.775 3.35 

  

 

５ 議員報酬等経費（2,200千円） 担当 議会総務課 

 国の特別職職員並びに本市の一般職職員の期末手当及び勤勉手当の支給割合を勘案し、議

員の期末手当の増額をするもの 

 期末手当：+0.05月 

 

○議員の改定の内容 

 期末手当の支給割合の改定 

（単位：月） 

区 分 
現   行 改 定 後 

6月期 12月期 合 計 6月期 12月期 合 計 

市議会議員 1.575 1.725 3.3 1.575 1.775 3.35 

  

 


